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〈研究論文〉

IB教育における「学習の方法」の受容実態に関する予備的考察
── 一条校でのミドル・イヤーズ・プログラム（MYP）を対象に ──
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はじめに
本稿は国際バカロレア（International Bac-

calaureate：以下IB）教育の「学習の方法」に
焦点を当て，学校現場においてIBの学習の方
法が如何に受容されているか検証を行い，今後
のIB教育，並びに非認知スキルの教育に対す
る示唆を導出するものである。

IB教育には４つのプログラムがあるが，そ
の中心的な学習方法に位置付けられるのが「学
習 の 方 法（Approaches to Learning：以 下
ATL）」である。具体的には「コミュニケーショ
ン」，「情動（Affective）」，「情報リテラシー」，「批
判的思考」，「転移（Transfer）」など10のスキ
ルが含まれる。ATLは当初，IB教育の１つで
あるミドル・イヤーズ・プログラム（Middle 
Years Programme：以下MYP）で活用されて
いたが，2019年現在は他のプログラムにおいて
も導入され ���，IB教育全体の学習の方法と定
められている。

IB教育は構成主義的な学習を志向するため，
ATLの習得は学習の手段としてだけでなく，
目的としても位置付けられる。そのため，IB
教育では本来，教材や学習内容が優先的に設定
されるのではなく，学習すべきATLを先に決め，
当該ATLスキルに適合する学習内容を選択す
る方法（逆向き設計）が教育方法として想定さ

れている（IBO 2017）���。
しかしながら，日本の一条校においては，学

習指導要領で教えるべき内容が既に明確に規定
されている。そのため，IB教育を導入した一
条校では，学習指導要領で示された範囲を網羅
しつつ，IB教育の学習の方法を活用する，と
いう変則的な教育形態を取らざるを得ない。こ
のような状況の中で，本研究では一条校でIB
教育を実施している教員が，如何に教育の中で
ATLを位置付け，活用しているのか，その受
容実態を検証し，ATL活用についての知見を
析出した。さらに，ATLの特徴の１つでもあ
る認知能力と非認知能力の相互作用を意図する
教育に関しても示唆を得た。

１．IB教育の学習の方法
1.1. IB教育におけるATLの位置付け

MYPに固有のものであったATLが他のプロ
グラムにおいても重要な概念として位置づけら
れたのは比較的最近ではあるものの，IB教育
は開設当初から“学び方の学習（Learn how to 
learn）”を重要視していた。特にMYPにおい
ては，その構想段階から子どもたちが如何に学
び方を習得するか，その後の学習に役立てるか，
という点が重視されていた。

IB教育の創設者の１人であり，IB機構の初
代事務局長のピーターソンは，子どもたちの学
習に最も重要なことは，モンテーニュが指摘し
た“Way of Thinking”であると述べ（Peterson 
2003），「考え方」の習得の重要性を示した。つ
まり，IB教育は創設当初から既存の知識を如
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何に効率的に多く獲得していくのかではなく，
知識自体を獲得していく学習者の姿勢や方法を
育成することに重きが置かれた。

また，IB教育は生涯学習（lifelong learning）
の価値をいち早く認識し，学校教育内における
学習のみを念頭に置くのではなく，生涯に渡り，
自主的に学び続けるために必要な資質，手段に
ついても重視した（Hill 2007）。このような背
景から確立されたATLスキルは，生涯学習の
ための関心，意欲，態度を育成する上で必須の
スキルとされる（IBO 2017）。

上記の図１は現行のMYPの図である。ATL
が中核に位置付けられ，その周辺に活動内容や
教科が置かれていることが分かる。

1.2. 学校内でのATLの活用方法
次に，学校や授業内でのATLの活用方法，

習得方法についてIB機構の指針を中心に確認
していく。

まず，各IB校には，ATLの教育を統括する
1名のATLリーダーを置くことが推奨されてい
る。ATLリーダーは，MYPやDP（Diploma 
Programme）におけるプログラムコーディネー
ターとは異なり，必須ではないものの，その役
割，重要性を認識している学校では，ATLリー
ダーのリーダーシップの下，学校としての

ATLの活用方法を管理，習得の質保証を実施
している。

ATLリーダーの具体的な仕事としては，学
校全体の年間授業計画を作成すること，生徒が
身に付けたATLスキルについて定期的にフィー
ドバックし，形成的評価を提示することを各教
科の教員に指示することが挙げられる。そして，
最も重要な業務は，教員間の教科横断的な連携
促進を図ることである。ATLは１つの教科だ
けで完結するものではなく，全ての教科，さら
には，課外活動も含めた教育活動全体を通して
育成していく必要があるとされている（IBO 
2017）。

次に，各授業内において，生徒が如何に
ATLを習得するか，という点である。MYPで
は，年間を３～５の単元に区切り，ユニットプ
ランナー（MYP Unit Planner）と呼ばれる単
元指導案を作成する必要がある。この指導案に
は，ATLスキルを記載する欄が設けられており，
当該単元を通じてどのATLスキルの育成を目
標とするのか，各教員が明示する必要がある。
なお，学校によっては，個別の教員が設定する
のではなく，教科毎に定めている場合もある。

ATLはIB教育にとって重要課題であるが，
IB機構の公式指南書である『MYP：原則から
実践へ』によれば，ATLスキルの習得はMYP
における評価対象ではない。すべての教科で生
徒の到達度に貢献するもの（手段）として位置
づけられている（IBO 2017, p. 27）。評価をする
必要がない，ということは，裏を返せば，どれ
程生徒がスキルを習得しているのか，その習得
状況を教員が把握する機会もなく，“教えっ放
し”に陥る可能性もある。

日本のMYPを対象とした実践研究の蓄積は
まだ少ないが，一条校である国公立の学校とし
ては初めて2010年２月にMYPとしてIB認定を
受けた東京学芸大学附属国際中等教育学校を対
象にした研究など，教員の取り組みについての
先 行 研 究 が あ る。MYP に お け る 教 科 連 携

（Interdisciplinary）については，教科の学習を
通じてそれらを有機的に関連させて包括的に学
ぶという特性から学習指導要領に基づく「総合

"
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図１．MYPの公式ロゴ
出所：IB機構 HP
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的 な 学 習 の 時 間」と 共 通 す る と し つ つ も，
MYPでは教員が協働で単元計画を作成するこ
とや評価方法において，総合的な学習の時間と
は異なるという指摘がある（杉本＆河野 2007）。

また，「総合的な学習の時間」だけではなく，
中学校課程の「特別活動」に着目して，前出の
東京学芸大学附属国際中等教育学校と，日本の
一条校として初めて2000年にMYPを導入した
加藤学園暁秀高等学校・中学校の2校を調査対
象とした研究では，IB 導入の利点として，
MYP的な教育観や教育方法を取り入れること
で教師だけでなく生徒自身も学習活動の一環と
して主体的・自覚的に特別活動に取り組むこと
が可能と指摘されている（渋谷 2013）。つまり，
ATLスキルへの直接的な言及はないものの，
MYP的な教育観や教育方法には，学び方を学
ぶATLスキルがその中核に包含されていると
解釈できる。

２．学習スキルとしてのATLについて
2.1. ATLの中身，解釈について

本節では，ATLスキルの中身について確認
していきたい。ATLは表１の通り，５つのカ
テゴリー，10のクラスターに分類される。

表中の「クラスター」に示されている日本語
訳は，中にはまだ十分，市民権を得ていないも
のもあり，IB機構の公式文書内においても若
干の揺らぎが確認される。例えば，上から３つ
目の「組織」の原語は，Organizationであるが，
具体的には，多くの課題をこなさなければなら
ないIB教育において，学習者の時間，体力の
管理，モチベーションの統制などが該当する。
その内実に鑑みると果たして，「組織」が適当
な日本語であるのか，検討の余地があろう。「時
間管理」や「マネジメント」と訳した方が生徒
には分かりやすい可能性はある。その他，「転移」
は，既存の学習内容を新しい単元や日常生活で
使う学校教育において必須のものであり，認知
科学の分野では転移を積極的に引き起こす認知
プロセスとして位置づけられ（白水 & 三宅 
2009），また学校教育分野以外では企業研修で
学んだ内容を実際の業務に転移するプロセスに

対する研究実績はあるものの（中原 2014），教
育の現場においては依然として，転移とは具体
的に如何なるスキルで，どのような活動が想定
されているのか，不明瞭である。日本において
の共通理解を図るためにも，訳だけでなく，解
釈とともにさらなる議論の進展が必要となろう。

2.2. 学習スキルとしてのATLについて
次にATLが確立された背景をみると，上述

のとおり，学習の仕方を学ぶためにATLスキ
ルが必要とされたわけだが，確立過程を調べる
とまず認知スキル，メタ認知スキル，情意スキ
ルの３分野を念頭に構成されていることが分か
る。その後，具体的に思考スキル，コミュニケー
ションスキル，社会性スキル，自己管理スキル，
リサーチスキルの５つのカテゴリーに分類し，
さらに10のクラスターに分けて示された。

IBでは「認知スキル」は学校環境において

!" 
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表１．ATLスキル

出所：IBO（2017）をもとに筆者作成
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は「学習スキル（study skills）」と呼ばれるこ
とが多く，これにはすべての情報処理スキルと
思考スキルが含まれる。「情意スキル」は，立
ち直る力，忍耐力，自己動機づけなどの態度因
子の基盤となる行動と感情をコントロールする
スキルで，教育上の達成において大きな役割を
担う。「メタ認知スキル」は，生徒が自分の学
習をより深く理解し評価するために，学習スキ
ルと学習プロセスの有効性を確認する上で使用
することのできるスキルとされる（Zimmerman 
and Schunk 1989, de Bruin et al. 2011, Wolters 
2011）。

そして，認知スキル，メタ認知スキル，情意
スキルの３点を重視し，かつ調和的に育成する
方法がIB教育の優れた点だと指摘する見解も
あるが，類似の観点は既にIB以外でも重要視
されていたことである。例えば，OECD（経済
協 力 開 発 機 構）の DeSeCo（Definition and 
Selection of Competencies）主導により制定さ
れた社会を生きる上で必要となる能力概念であ
る「キー・コンピテンシー」では，上記３分野
の調和を図る重要性はIB機構よりも早く，か
つ詳細に示されてきた。

また，10のスキルを個別に確認していくと，
Heckman and Rubinstein（2001）が学校や社
会生活においてその役割の重要性を指摘した

「非認知スキル（Noncognitive skills）」との重
複が多く確認できる。OECDが提唱する「社会
情緒的スキル（Social emotional skills）」（OECD 
2015）や「21世紀型学力」と総称される非認知
スキルを中核に据える教育はこれまでも広く認
識されており，特に，問題解決能力や批判的思
考力，協働的な態度の育成などについては，日
本でも既に研究蓄積が進展している。

2.3. ATLの教授法について
ATLの教え方については，IB機構から教員

用のガイドブック（Hedges 2012）が刊行され，
スキル別に適当なトピックや活動の事例が記載
されている。その他，IB機構が，思考に関す
る最近の研究の中で最も影響力のあるものとし
て参照しているハーバード教育学大学院の「プ

ロジェクト・ゼロ（Project Zero）」チームに
よる思考の可視化の事例として，実践的な指導
方法が紹介されている（Ritchhart et al. 2011）。

しかしながら，このような非認知能力を中心
とした10のスキルの育成に関しては，教科別，
単元別に検討されなければならないことは元よ
り，個人差や各国の教育文化の差異も考慮され
なければならず，完全な教員指導書の作成は困
難である。

また，上述の通り，10のスキルの中にはIB
以外でも既に教授法に関する研究蓄積が進んで
いるものもある。例えば，協働学習や批判的思
考力の育成に関する研究は枚挙に暇がない。各
教科の中での育成についての詳細な教授法につ
いて実践研究が多く確認される。また，認知ス
キルと非認知スキルの関係についての研究では，
非認知スキルは認知スキルに影響を与えるとす
る先行研究がある（Cunha and Heckman 2008, 
Heckman and Kautz 2013）。しかしながら，「情
動」や「転移」に関する項目についてはまだ研
究蓄積が十分とは言えない。既存研究の中には，
情動に関連した項目を如何に評価し，測定する
か，という点については研究が確認される（例
えばEman.G. 2017）が，このように教えれば，
情動スキルが高まるといった具体的な教授法に
ついての研究蓄積はさらに必要である。

ATLスキルの特徴は10の項目を網羅しつつ
教員が協働して生徒の中に育んでいくことであ
るが，認知スキル，メタ認知スキル，情意スキ
ルの３分野を調和させながら，全体的に育成し
ていくという点に関する研究蓄積は不十分であ
り，IB教育の実践的研究が寄与できる部分で
もある。概念としての整理だけでなく，日本の
教育現場の文脈に落とし込んだ各教科における
教授法の実践研究を蓄積していくことが求めら
れる。

３．調査方法の概要
本調査の手法は，ユニットプランナー（指導

案）の分析と教員へのインタビュー調査の２点
を用いた。主たる調査対象は，MYPを導入し
ている公立の一条校（以下：A校）において，
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各教科の担当者８名（MYPは８教科に分けら
れる）とATLリーダーの教員１名に対し，ユニッ
トプランナーを確認しながら，聞き取り調査を
実施した。また，補足的にA校以外のIB校３
校においても，教員１名ずつ，計３名の教員に
対して，非構造化インタビューによる関連質問
を行った。なお，この３名については，ユニッ
トプランナーを見ながらではなく，現在の日本
のIB校におけるATLの受容実態について多様
な角度から聞き取りを行った。

まずA校におけるインタビューでは，ATL
リーダーに学校全体の方針を聞き取りし，その
後，各教科の教員に対して調査を実施した。調
査内容は，先生方がIB教育の中でATLを如何
に位置付け，活用しているのか，またATLス
キルの活用に関する課題は何か等である。その
後，資料分析，並びにインタビュー調査の2点
を統合して分析した。分析結果に基づき，IB
校における「学習の方法」の受容実態を検証し，
ATL活用についての知見を析出した。

４．調査結果，考察
4.1. 「ATLの優良実践事例」としての活用方法
（1）ATLスキルに対する共通理解の促進
調査の結果，A校において示唆に富む優良実

践事例が何点か確認された。
まずは，複数の教員から「全教員がスキルの

項目を単に字面だけ捉えるのではなく，具体的
な文章に落として正確に理解することが重要」
との意見が示された。同じ学校内でも，IB教
育経験の差異があり，当然ながら解釈の幅が生
じていた。それにIB教育特有の用語の不明瞭
さも加わり，ATL自体を教員が理解し，解釈
を深める必要性が認識されていた。

A校では，教員が単にATLで明示された言
葉をそのまま受け取り，ユニットプランナーに
記載していくのではなく，まずは教員が用語の
理解促進を図り，文章にして具体的な場面を想
定しながら，落とし込む姿勢が確認された。具
体的には下記の写真①のように，各教科におい
て，項目事に教員同士で検討して，「ATLシー
ト」が作成されていた。

写真①
















